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Summary
 Nowadays, many countries adopted “Alternative dispute resolution” （ADR） in their legal system to help 
reduce the burden of court and to help promote “Access to Justice” to their people. Japan adopted “Civil 
conciliation” system while Thailand’s court also adopted the similar system. In addition, Thailand’s district 
bureau also adopted “Administrative conciliation” system. UNCITRAL also provided “UNCITRAL Model 
Law on conciliation” as an example of content of law for countries to adopt as their own law.
 However, according to the research, if the conciliation fails, Japan civil conciliation and Thailand 
administrative conciliation still lack the content concerning “Admissibility of evidence in other 
proceedings”, causing confusion in practice regarding which evidence can be used during court trail. 
While Thailand civil conciliation has content similar to UNCITRAL Model Law, but lacks criminal 
enforcement. Both Japan civil conciliation and Thailand administrative conciliation have the content 
concerning “Enforceability of Settlement”. Recently, Japan just made an amendment to the Civil Code 
which change the content about “Prescription period” from “Renewal” to “Suspension”, While Thailand 
still uses the “Renewal” of prescription period. In conclusion, there are still some issues in both countries 
that need to be fix via the amendment of law.
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Ⅰ 序 論
　「調停」とは，「紛争当事者が，手続主宰者（調
停人）による仲介等の援助を得ながら，解決合意
の成立を目指す自主的な手続」をいうと定義され
る1）．
　多くの国においては，裁判外紛争解決手続
（ADR）は，裁判所の負担を軽減するために導入
されることが多い．この「裁判所の負担を軽減す
る」という機能は，もっとも重要なものであると
まではいえないが，裁判外紛争解決手続の重要性
を認識させる契機となったものであり，依然とし
て無視することはできない2）．さらに，調停は，手
続として迅速かつ廉価な紛争解決手続であること
から，訴訟ではなく，調停において紛争解決がで
きることは，「正義へのアクセス」を拡大すること
にもなりうる．
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　しかしながら，調停は，裁判と比較すると，司
法権に基づく強行的な紛争解決手続である裁判と
は異なり，非強行的な制度である3）．すなわち，ど
こかの時点で当事者間の合意が確保されなければ
ならない．たとえば，調停では，当事者間で互譲
により具体的な解決内容に関して和解合意が成立
しなければならない4）．調停の理念に基づき，和
解合意が成立しない場合は，紛争が解決されるこ
とにはならない．この非強行性のゆえに，判決と
いう形での最終決着が約束されない点で，調停に
は紛争解決力に劣る面がある5）．それでも，調停
が国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となる
よう，その拡充，活用を図るべき必要があること
は否定できないであろう6）．そうすれば，調停は，
裁判所の負担を軽減することができるとともに，
「正義へのアクセス」を拡大することもできる．そ
のために，調停の「実効性」を確保することが必
要なのである．
　しかし，ひと口に「実効性」といっても，いく
つかの問題を考えなければならない．
　まずは，調停の拘束力である．理念的には，調
停は当事者双方の和解合意によって紛争を解決す
る制度であるから，基本的に調停に拘束力は必要
がないともいえる．すなわち，制度の一般論とし
ては，民事訴訟におけるように，二度と争うこと
ができなくなる効力（既判力）や，判決に基づい
て債務を履行しない相手方に対して強制執行でき
る効力（執行力）を，調停は有しない7）．しかし，
調停がより活用されるようになるために，調停に
あっても拘束力を認める必要があるのではないだ
ろうか．
　次に，時効中断効である．すなわち，調停によ
って紛争を解決しようとする場合，時効中断効が
生じないとすると，現実には，調停において和解
合意が成立せず，裁判手続に移行する場合に，す
でに消滅時効が完成しており，請求できないとい
うことがありうることから，当事者は，紛争解決
の選択肢として，調停を選ぶことを躊躇すること
にもなりかねないからである8）．
　そして，調停の一つのメリット9）である情報の
内密性，すなわち，調停人の「守秘義務」及び当
事者の「秘密保護」である．なぜなら，これらが
明確に規定されていなければ，調停において率直
な意見交換や交渉を行うことが困難になってしま
うおそれがあるからである10）．具体的に問題とな
るのは，どんな情報が秘密として保護されるべき
か，守秘義務違反があった場合，それにどのよう
に対応するのか，である．
　最後に，実のところ，調停においては常に和解
合意が成立するとは限らない．そこで，和解合意
が成立しない場合にも，紛争を解決するための方
途を導入することを検討する必要があるであろう．
　そこで，本論文は，調停をより実効ある紛争解
決制度とするために，主として，調停の効力（拘
束力），時効中断効，そして情報の内密性をめぐる
問題に焦点をあてて，日本とタイにおける調停に
かかる法制，そして，UNCITRAL モデル法の規
定11）を比較・分析することにより，日本とタイ両
国にとって学ぶべきことを明らかにし，理解すべ
きことの検討を深め，将来のための示唆を得るこ
とを目的とするものである．
Ⅱ 日本の調停
1 ．総 論
　紛争解決のための代表的な制度は，民事訴訟で
ある．民事訴訟は，被告の同意なしに強制的に裁
判する手続である．これに対して，ADR は，任意
的な紛争解決制度である12）．そこでは，原則とし
て，第三者が，当事者双方の紛争解決方法に関す
る合意に基づいて介入し，紛争解決を図ることに
なる13）．法は，当事者の自主的な紛争解決制度を
設けており，その中の一つが「民事調停」である．
「民事調停」とは，民事紛争の当事者が，国家機関
の助けをかりながら，「当事者の互譲により，条理
にかない実情に即した解決を図ることを目的とす
る」（民調 1 条）紛争解決制度である14）．
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2 ．日本の民事調停
⑴ 調停委員会
　調停委員会は，調停主任 1 人及び民事調停委員
2 人以上で組織する（民調 6 条）．
（a）民事調停委員
　「民事調停委員」は，最高裁判所により任命さ
れ，裁判所に所属し，法令の定める職務を行う特
別職の非常勤国家公務員であり，弁護士となる資
格を有する者，民事の紛争の解決に有用な専門的
知識，経験を有する者又は社会生活のうえで豊富
な知識，経験を有する者で，人格知見の高い40歳
以上70歳未満の者の中から選ばれる（民調 8 条，
民調委規 1 条）．民事調停委員には，現に「弁護
士」等の業務に携わる者も含まれる15）．
（b）調停主任
　「調停主任」は，裁判官の中から，地方裁判所が
指定する（民調 7 条 1 項）．なお，「民事調停官」
は，弁護士として 5 年以上の経験を有する者から
最高裁判所により任命され（民調23条の 2 第 1
項），調停主任の代わりに調停主任の権限を行うこ
とができる（民調23条の 3 ）．
⑵ 民事調停の対象
　民事調停の対象となるのは，「民事に関する紛
争」である（民調 1 条）．特に請求金額についての
制限はない．
⑶ 民事調停手続
（a）調停申立ての時期
　民事調停の申立てをなすべき時期については，
特段の制限はなく，家事調停とは異なり（家事257
条），訴え提起の前にまず調停申立てをしなければ
ならないというような調停前置主義はとられてい
ない16）．当事者がいつ調停の申立てをするか，あ
るいは訴訟を提起するのかは，当事者の自由な選
択に委ねられている17）．
（b）調停申立ての方式
　民事調停の申立ては，書面によるだけではなく，
口頭でもすることができる（民調規 3 条）．
（c）管轄
　調停事件は，原則として，「相手方の住所，居
所，営業所若しくは事務所の所在地を管轄する簡
易裁判所」が管轄し，ただし，当事者の合意があ
る場合は，「合意で定める地方裁判所若しくは簡易
裁判所」が管轄する（民調 3 条 1 項）．
（d）調停手続の特徴
　ア　同席調停あるいは別席調停（コーカス）
　民事調停法は，どのような方式で調停手続にお
ける審理を実施するかについて規定をおいていな
い．しかし，実務にあっては，ほとんど別席調停
によることが多いとされる18）．
　イ　調停に代わる決定
　調停手続において，和解合意が成立しない場合
も少なくない．たとえば，わずかな意見の相違に
よって，調停が不成立になることもある．そうす
ると，これまでの手続は無駄になり，調停制度の
実効を収めることができないこととなる19）．この
ため，受調停裁判所は，調停委員会による調停が
成立する見込みがない場合でも，相当であると認
めるときは，「当事者双方のために衡平に考慮し，
一切の事情をみて，職権で，当事者双方の申立て
の趣旨に反しない限度で，事件の解決のために必
要な決定をすることができる」（民調17条）．これ
を「調停に代わる決定」とよんでいる．
　受調停裁判所が「調停に代わる決定」をするた
めには，当該調停委員会を組織する民事調停委員
の意見を聴かなければならない．理由は，紛争を
解決するためにどのようにすべきかについては，
必ずしも法規にのみ依拠するものではなく，広く
当事者間の具体的衡平を考慮しなければならない
のであるから，民事調停委員の意見を聴くことに
よって，一般市民の考え方を反映させる必要があ
ると考えられたからである20）．「調停に代わる決
定」は，申立ての趣旨に拘束され，金銭の支払，
物の引渡し，その他，財産の給付を命じることが
できる21）．
　「調停に代わる決定」に対しては，当事者及び利
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害関係人は，「調停に代わる決定」の告知を受けた
日から 2 週間内に異議の申立てをすることができ
る（民調18条 1 項）．この 2 週間内に適法な異議の
申立てがあれば，「調停に代わる決定」は，その効
力を失う（民調18条 4 項）． 2 週間内に適法な異議
の申立てがないときは，「調停に代わる決定」は
「裁判上の和解と同一の効力」を有するものとなる
（民調18条 5 項）．
⑷ 民事調停の効力
（a）執行力
　民事調停が成立し，これを調書に記載したとき，
その記載は「裁判上の和解と同一の効力」を有す
るから（民調16条），それは，「確定判決と同一の
効力」を有することになる（民訴267条）．そこで，
調停調書への記載をもって定められた義務が果た
されない場合は，調停調書を債務名義として強制
執行をすることができる（民執22条 7 号）22）．つま
り，調停調書は，執行力を有するといえる．債権
者が，調停調書を債務名義として強制執行の申立
てをするには，原則として，あらかじめ執行文の
付与を得ておかなければならない（民執25条）．執
行文の付与は，債権者が債務者に対しその債務名
義により強制執行をすることができる場合に，そ
の旨を債務名義の正体の末尾に付記する方法によ
り行う（民執26条 2 項）．なお，債務者は，請求異
議の訴えを提起して（民執35条），調停調書にかか
る異議（たとえば，調停の無効や請求権確定後に
生じた弁済等）を主張して，調停調書の執行力の
排除を求めることができる23）．
（b）既判力
　調停調書に既判力を認めるかどうかをめぐって，
訴訟上の和解についてと同様に，学説上，見解が
分れている．以下，説明する．
　ア　既判力肯定説
　この説は，調停がその内容において不明・不能・
不法でない限り，すべての場合に調停無効の主張
は，既判力により遮断されるとする24）．この説の
背景にあるのは，いわゆる「調停裁判説」である．
調停裁判説では，調停は裁判であって，当事者の
合意には拘束されず，後に裁判がされることを期
待して合意をするのであるから，それだけでは私
法上の効果を生じない，つまり，和解合意の成立
は調停の成立ではない，という．結局，調停合意
の拘束力を実質的に正当化するのは，調停人（手
続主宰者）による，実体的に適正な「判断」とい
うことになる25）．司法手続における紛争解決手続
として，調停に不可争力を認める必要性は否定で
きない26）．
　イ　既判力否定説
　この説は，調停の既判力を全面的に認めず，ど
んな場合でも調停無効の主張を許すべきであると
する．なぜなら，この説は，調停の本質は，公権
的審査を経てなされる判決と異なり，当事者間の
合意なのであって，調停における裁判所の役割は，
調停手続の適法性や合意内容の妥当性に関して後
見的にのみ審査するにすぎないからである．また，
調停条項は，判決主文のように客観的範囲を定め
にくいうえ，当事者の合意を本質とする調停では，
そこでの意思表示に実体法上の瑕疵を伴うことは
不可避的であるからであるという27）．
　ウ　制限的既判力説
　この説は，調停が実体法上有効であるときに限
り，既判力を有し，意思の欠缺など実体法上の瑕
疵があるときは，これを理由として調停無効の主
張が許されるとするものである28）．この説は，調
停における合意は，私法行為（私法上の和解契約）
であるとともに，訴訟行為（手続上の行為）でも
あると考えている．意思の欠缺については，具体
的には，小山教授は，次のように説明している．
すなわち，「① 意思能力の欠缺は，調停を無効に
する，② 調停成立に至るまで脅迫を受け，もって
互譲を余儀なくされたときは，合意は取り消すべ
きで，合意の取り消しにより，調停調書は，効力
のない合意を記載したものとして効力なきものと
なる，③ 詐欺は錯誤を生じさせるので，これに基
づいて成立した調書については，錯誤があった場
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合の法的規制と競合する，④ 錯誤があった場合に
ついては，調停における合意は，私法上の和解契
約と異なり，裁判所により，民法696条の適用の条
件を備え，民法95条の不適用の条件を備えた合意
であるから，原則として民法95条の適用を主張す
ることは遮断される」というものである29）．
　エ　判例の立場
　最高裁昭和43年 4 月11日判決は30），「特別の事情
のない限り，調停無効の主張をすることができな
い．」と判示しており，民事調停に既判力を認めた
ものと一般に解されている31）．ただし，判例の立
場は，制限的既判力説を採用しているとされる32）．
裁判例には，長野地裁昭和53年 8 月24日判決や大
阪地裁平成 8 年 9 月19日判決など，錯誤による無
効を肯定したものがみられる33）．
⑸ 時効中断効
　民事調停にかかる時効中断効について，まず，
民法（改正前）151条は，「民事調停法……による
調停の申立ては，相手方が出頭せず，又は和解若
しくは調停が調わないときは，一箇月以内に訴え
を提起しなければ，時効の中断の効力を生じない．」
と規定する．要するに，調停を申立てただけでは，
時効中断効が生じない，ということである．相手
方が出頭しない場合や調停が成立しない場合は，
当事者が一か月以内に訴えを提起しなければなら
ず，提起しなければ，時効中断効は生じない．
　なお，日本の民事調停についていえば，日本の
改正民法において，協議を行う際の時効中断につ
いて新たな規定が設けられた（新151条）．改善さ
れた内容は，「時効中断効」ではなく，「時効停止
効」に変わった．すなわち，時効期間は，「新たに
進行する」のではなく，「停止された時から再び進
行する」ことになる．
⑹ 情報の内密性
（a）秘密を漏らす罪
　日本の民事調停法のもとで，民事調停委員は守
秘義務を負っている．民事調停委員の「評議の秘
密を漏らす罪」（民調37条）及び「人の秘密を漏ら
す罪」（民調38条）については，罰金が科される．
なお，調停主任については，裁判法が刑罰を定め
ている（裁49条）．
（b）調停が失敗して裁判手続に移行した場合
　日本の民事調停法には，調停手続情報について，
すなわち，和解交渉のみを目的とした資料・陳述
などについて，当事者が裁判手続にこれらを提出
して訴訟資料・証拠資料として再利用することを
妨げる規定は存しない34）．従って，後に続く裁判
手続でどのように扱われるかについては，学説も
分れている．以下で説明する．
　ア　否定説
　この説は，調停手続と，その後に続く裁判手続
とを切断し，調停手続情報は調停限りのものとし
て，裁判手続では利用できないとする説である．
なぜなら，調停が失敗したとき，もし，そのよう
な情報も後の裁判手続で判断するための資料とし
てそのまま再利用できるとするならば，調停手続
で情報提供をした当事者からすれば，調停でない
手続，すなわち裁判手続で利用されてしまう危険
があることになるからである．当事者は，こうし
た事態をおそれて，調停における情報提供・交渉，
意見交換が障害されることになり35），率直な陳述
をしなくなるおそれがある．結果として，円滑な
話合いが阻害され，調停成立の可能性が下がるこ
とにもなりかねない36）．
　イ　肯定説
　この説は，調停手続情報は，後に続く裁判手続
や仲裁手続においても利用できるとする説である．
なぜなら，もし，すべての情報が利用できないと
するならば，裁判所にとっては，限られた資源が
無駄になり，証拠調べ手続が障害されることにな
るからである37）．他方，当事者にとっては，もし，
全ての情報を利用することができないとするなら
ば，後に続く裁判手続が遅延し，迅速さが失われ
ることになる．紛争解決のための手続全体の効率
性ないし迅速性を考えれば，裁判手続で活用すべ
きである38）．
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　ウ　中間説
　この説は，原則として，調停限りのものとして，
後に続く裁判手続では利用できないというべきで
あるが，必要があれば，例外として，裁判手続に
おいても利用することができるとする説である．
たとえば，調停合意の有効性または執行可能性を
めぐって，詐欺や強迫を理由として，後の裁判手
続で争われた場合には，それにかかわる情報や資
料を利用することを認めるべきである39）．あるい
は，調停手続における陳述等は，後に続く裁判手
続の資料として当然に利用されるわけではなく，
裁判手続における事実調査の手続を介在させるこ
とによって初めて資料となると考えるべきであ
る40）．このような方法により，当事者の権利を保
障できるとともに，後に続く裁判手続にあっても
維持することができる41）．
Ⅲ タイの調停
1 ．総 論
　タイの歴史を見ると，スコータイ時代，村にお
いて当事者の間で紛争が発生した場合，多くは，
村の長老の援助によって紛争を解決しようと試み
られた．また，必要があれば，国王の支援のもと
で紛争解決を試みる場合もあった．さらに，アユ
タヤ時代の法では，紛争が発生した場合，当事者
双方の合意に基づく第三者により紛争を解決する
ことも許された42）．
　もっとも，タイで，日本のような調停制度が立
法されるのは，ごく最近のことである．2001年，
「民事調停規則」という法律が制定されている．こ
れは，タイにおける「民事調停」に関する法律で
ある．その後，2010 年には，「省庁局運営法」
（Government Administration Act）のもとで，「行
政調停省令」という規則が制定された．これは，
タイでの「行政調停」に関する法律である．この
二つの立法の目的の少なくとも一つは，タイの裁
判所の負担を軽減することにある．これら二つの
法について，以下で説明する．なお，次の表 1 と
表 2 は，各年度における「タイの裁判総計年度」
のデータに基づき作成したものである43）．
2 ．タイの民事調停
⑴ 調停人の資格
　調停人には，次のような資格が必要である．タ
イ民事調停規則51条は，「30歳以上の者であり，学
士号以上を卒業したうえで， 5 年以上の民事の紛
争の解決に有用な職務経験がある者で，裁判所が
行った訓練を受けた者，かつ，10回以上の紛争解
決をした経験を有する者，裁判官ないしパートタ
イム家事裁判官でない者」と定めている44）．
⑵ 民事調停手続
（a）民事調停申立ての時期
　民事調停の申立てをなすべき時期について，格
別の制限は設けられていない45）．従って，当事者
は，民事調停の申立てをするか，あるいは訴訟を
提起するかは，まったく当事者の自由な選択に委
ねられている．
（b）民事調停申立ての方式
　当事者は，書面で，裁判所附置の紛争解決セン
ターに民事調停の申立てすることができる（タイ
民事調停規則 2 条）．民事調停の申立てをするの
は，訴訟を提起された事件についてであっても構
わない．
表 1 　簡裁新受事件（民事事件）種類別
年度 総数 相続 不法行為 ローン 代位債務 売買 その他
2014年 168,852 92,060 25,420 11,379 7,585 6,688 25,720
2015年 214,533 93,905 28,345 14,908 9,021 7,347 61,007
表 2 　簡裁新受事件（消費者事件）種類別
年度 総数 保証債務
教育
ローン
クレジット
カー ドの債務
割賦購
入（車）
割賦購入
（バイク）
その他
2014年 511,643 223,973 71,221 93,890 66,121 7,752 48,686
2015年 593,512 250,257 92,775 99,822 73,071 8,339 69,248
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（c）民事調停手続の概要
　ア　告知義務
　裁判所附置の紛争解決センターは，民事調停の
申立てを受けてから，15日以内に書面で相手方に
その旨を告知しなければならない．相手方は，民
事調停に出頭するか，出頭しないか，自由に選択
できる．相手方が出頭を拒否した場合，裁判所附
置の紛争解決センターは，この事件を却下しなけ
ればならない（タイ民事調停規則 3 条）．
　イ　調停人選任のための協議
　相手方が出頭する場合，裁判所附置の紛争解決
センターは，すべての関係者を呼び出し，調停人
を選任するための協議を実施しなければならず（タ
イ民事調停規則 4 条），当事者双方は，合意により
1 人の調停人を選任する．ただし，当事者が人数
につき異なる合意をしているときは，これに限ら
ない（タイ民事調停規則21条）．
　ウ　民事調停手続を実施する方法
　手続を実施する方法は，当事者双方の合意によ
って決めることができる．当事者の合意がない場
合は，調停人がそれを決める．
　エ　調停人の役割
　調停人は，当事者が相互に理解したうえで，紛
争を解決することができるように介入しなければ
ならない．さらに，紛争解決案を提示することも
できる．ただし，決定のような判断をすることは
できない．
　オ　同席調停あるいは別席調停（コーカス）
　民事調停手続は，調停人が，同席調停によるか，
あるいはコーカスにより，実施することができる
（タイ民事調停規則16条）．
　調停人は，一方当事者から争いに関する情報を
受け取ったとき，その情報を相手方当事者に開示
することができる．ただし，当事者が，内密とす
べきとの条件に服するものとして情報を調停人に
提供したときは，調停人は，その情報を開示する
ことができない（タイ民事調停規則17条）．
　カ　調停人の交替
　一方当事者は，調停人に利益相反があると考え
る場合，裁判所附置の紛争解決センターに，調停
人交替の申立てをすることができる（タイ民事調
停規則 7 条）．
⑶ 民事調停における和解契約の効力
（a）調停における和解契約
　タイ民事調停規則23条は，「調停による和解契約
は，当事者双方につき効力が生じる．」と定めてい
る．つまり，タイの調停合意の本質は，和解契約
である46）．
　タイ民事手続法138条は，訴訟上の和解につい
て，「訴訟が，裁判によらないで，和解契約によっ
て完結したときは，法律違反でない限り，その内
容を記載し，記載通りに判決する．」と定めてい
る．訴訟の係属中に和解契約が成立した場合，も
し，債務者が和解契約の内容にしたがった履行を
しないならば，債権者は，和解契約による執行の
申立てをすることができる47）．もし，当事者が，
後訴を提起しても，それは既判力によって遮断さ
れる．
　他方，訴訟外で和解契約が成立した場合は，そ
の効力は，原則として，民商法上の和解契約の効
力にとどまる．従って，既判力や執行力は認めら
れず，それが契約として有効である限り，和解契
約の効力としての確定効が生ずるにとどまる48）．
従って，債権者は，和解契約による執行の申立て
をすることはできない．結果として，債務者が任
意に履行しない場合は，債権者は，新たに訴訟を
提起せざるをえない49）．
（b）執行力
　タイの民事調停は，本来的に和解契約である．
従って，和解契約自体は，債務名義にならず，執
行力を有しない．もっとも，和解契約に基づく強
制執行を可能にする方法がないわけではない．す
なわち，一つは，訴訟を提起して，すでに調停に
よって成立している和解契約の内容を訴訟上の和
解として成立させ，その和解契約を債務名義とす
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る方法である50）．いま一つの方法は，調停手続の
終了後に仲裁を申し立て，仲裁手続を開始し，す
でに調停によって成立している和解契約の内容を
仲裁判断として確定させる方法もある．ただし，
仲裁判断はそのままで債務名義になるわけではな
い．当事者は，仲裁判断に基づき，裁判所に申立
てをして，仲裁判断を執行するための許可を得な
ければならない．その場合でも，裁判所は，当然
に仲裁判断の執行を許可するわけではない．仲裁
判断の執行を許可しない根拠（たとえば，公序良
俗違反）があれば，その執行を許可しない権限が
ある51）．注目されるのは，タイ法においては，日
本の民事執行法22条 5 号に規定される債務名義，
すなわち，調停合意の内容を「公正証書」とし，
これに執行受諾文言を付することにより，債務名
義（つまり，執行証書）を作出するというような
制度はないことである52）．
（c）既判力
　既判力を有するものに，確定判決以外では，訴
訟の係属中に成立する和解契約がある．裁判所が，
和解契約のとおりに判決すれば，その和解契約は，
確定判決と同一の効力を有することになる．当事
者及び承継人が後訴を提起しても，既判力により
遮断され，事件は棄却される（民事手続法148
条）53）．ただし，詐欺，公序良俗違反及び判決が和
解契約と異なる場合に，当事者は控訴することが
できる（民事手続法138条）．
　他方，民事調停による和解契約は，既判力を有
しない．和解契約が成立した場合でも，当事者及
び承継人が後訴を提起したならば，既判力によっ
ては遮断されない．ただし，確定効は生ずる54）．
⑷ 時効中断効
　時効中断効については，タイの民商法193/14条
において，「以下のような場合に限り，時効中断効
が生じる．① 債務者が，承認書により，債権者に
対して債務を承諾した場合，給付債務の一部を支
払った場合，給付債務の利息を支払った場合，そ
のために担保を供した場合及び明白な行為により
暗示できる場合．② 債権者が，給付請求の訴えを
提起した場合．③ 債権者が，倒産法により債務に
つき配当を申請した場合．④ 債権者が，仲裁の申
立てをした場合．⑤ 訴え提起と同一の行為をした
場合．」と定められている55）．
　この条文では，民事調停の申立てについては定
められていない．もっとも，「訴え提起と同一の行
為をした場合」について，判例をみると，たとえ
ば，税務官は，所得税法12条の権限によって，納
税義務者に所得税の納付を命じることができるが，
所得税の納付命令は，訴え提起と同一の行為であ
るから，時効中断効が生じる，とされる56）．さら
には，民事執行法による執行の申立てをした場合
にも，訴え提起と同一の行為であるから，時効中
断効を生じるとされる57）58）．しかし，民事調停の
申立てについて時効中断効が生じることを認めた
判例は， 1 つもない．従って，民事調停の申立て
による時効中断効は，生じないと考えられる59）．
ただし，民事調停による和解契約が成立した場合
には，民商法による時効中断効が生じ，消滅時効
は新たに進行を始める．和解契約の時効期間は，
10年である60）．
⑸ 情報の内密性
（a）調停人の免責特権
　民事調停規則20条は，「悪意・重過失による行為
でない限り，民事調停人，裁判所附置の紛争解決
センター及び裁判所附置の紛争解決センターの職
員は，調停の運営についての行為につき，第三者
に対する責任を免除される．」と定める．本条の趣
旨は，手続実施者が外部に対する遠慮なしに，中
立性を保護し，職務に専念するために，過失によ
る行為については民事責任を免除するというにあ
る61）．
（b）守秘義務
　守秘義務について，タイの民事調停規則は，ほ
ぼ UNCITRAL モデル法の内容と同じである．以
下，説明する．
　タイ民事調停規則18条は，「当事者による別段の
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合意がない限り，調停手続に関連する情報は，す
べて秘密としなければならない．ただし，和解契
約の履行もしくは執行のために，開示が認められ
る場合は，この限りではない．」と定める．
　ここにいう「情報」の範囲は，「調停手続に関連
する情報」の「すべて」である．すなわち，すべ
ての情報は，秘密とされなければならない．例外
は，「当事者の合意がある場合」と「法の定めによ
って開示が要求される場合」である62）．次に，守
秘義務を負う主体は誰かについて，規則には定め
られていないが，紛争解決の目的を考えれば，手
続実施者だけではなく，当事者も含まれる63）．た
だし，守秘義務違反があった場合の罰則について
は，全く定められていない64）．
（c）調停が失敗して裁判に移行した場合
　調停手続から訴訟手続に移行する場合にも，ほ
ぼ UNCITRAL モデル法10条の内容と同じである．
以下，説明する．
　民事調停規則19条は，「調停手続の当事者，調停
人，及び，調停手続の実施にかかわった者も含め
た第三者は，仲裁手続，裁判手続又はこれに類す
る手続において，以下の事項を援用し，証拠とし
て提出し，又は，これについての証言もしくは証
拠を提供してはならない．① 当事者が進んで調停
手続にかかわった事実，② 争いについて和解が可
能か否かに関して，調停の当事者が表明した見解
又は提案， ③ 調停手続の過程で，当事者が行った
陳述又は承認，④ 調停人からの提案，⑤ 調停人が
なした和解の提案を，調停の当事者が受諾する意
思を示したという事実，⑥ 調停手続のためだけに
準備された文書．ただし，仲裁手続又は裁判手続
において許容される証拠は，調停手続において用
いられたことの結果として，許容されないものと
なることはない．」と定めている．
　要するに，①から⑥までに定められた一定の事
項以外は，訴訟や仲裁手続でもともと許容される
ものである限り，以前の調停で主張し，提出され
たからという理由だけで許容されなくなるわけで
はない65）．
　なお，タイの民事調停における「守秘義務」と
「調停が失敗して裁判に移行した場合」の内容は，
UNCITRAL モデル法にほぼ同じであるから，具体
的な詳細については，UNCITRAL モデル法につい
ての検討において説明する．
3 ．タイの行政調停
⑴ 法律の目的
　国 家 評 議 会 事 務 局（Office of the council of 
state）の意見書によれば，行政調停制度が設けら
れた理由は，次のとおりである66）．① 代替的な正
義，すなわち，紛争が発生した場合，当事者間の
合意により紛争を解決することができる「裁判外
手続」の制度があれば，当事者は，訴訟の代替と
してその制度を選択することができ，「正義へのア
クセス」を拡大することにもなりうる．もっとも，
制度へのアクセスのしやすさがもっとも大切な点
である．市役所は，国民にとっては，裁判所より
も気軽に行きやすいため，保安官（Sheriff）が手
続実施者となる紛争解決手続を設ける必要性はあ
る．② 調和的な解決，すなわち，調停においては，
第三者は当事者双方の紛争解決方法に関する合意
に基づいて介入し，紛争の解決を図ることで，当
事者が自己決定により，合意をもって紛争解決を
する．従って，負けた当事者はいない，つまり
「win-win」なのであって，人間関係も維持するこ
とができる．③ 国民としての役割を促す，という
のは，調停人は，選任される国民だからである．
さらに，調停は，当事者の自律的紛争解決制度だ
からである．④ 裁判所の負担軽減，すなわち，調
停があれば，裁判所の事件数を減少させる．⑤ 廉
価・迅速，すなわち，調停は，訴訟より安くて，
早い．
⑵ 行政調停委員会
　行政調停省令11条では，調停委員会は，「調停主
任 1 人及び調停委員で組織される」と定められて
いる．法は，調停委員の人数については定めてい
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ないが，実務上は，ほとんど 2 人の調停委員で手
続を進行することが多い67）．
（a）調停委員
　行政調停省令 4 条は，「調停委員は，次のような
資格を必要とする．① 35歳以上の者．② 市民の所
在地を管轄する市役所である．③ 和解のための知
識や経験を有する者．」と定める．
（b）調停主任
　行政調停省令11条において，調停主任は，当事
者双方が「保安官（Sheriff），保安官代理（Deputy 
district chief）又は地区を管轄する検察官」68）から，
1 人を選任すると定められている．
⑶ 行政調停の対象
　行政調停省令 1 条は，行政調停の対象となる紛
争について，「不動産に関する事件，相続に関する
事件及び条例が定める20万バーツ（約60万円）以
下の民事事件」と定める．
　まず，「不動産に関する事件」とは，「不動産そ
のものについての請求」を意味する．たとえば，
不動産の明渡しや不動産の所有権を確認する請求
である．他方，不動産の売買契約や賃貸借契約に
基づく金銭支払請求は，「不動産に関する事件」の
範囲には含まれない69）．ただし，行政調停の目的
は，「裁判所の負担軽減」と「調和的な解決」にあ
るから，民事手続法の範囲より広い．従って，行
政調停の「不動産に関する事件」には，不動産に
関する法律行為及び不法行為に基づく金銭の支払
も含む70）．
　次に，「相続に関する事件」とは，「遺言による
財産承継」や「法定相続」を意味する．家族法に
関する事件，たとえば，離婚，親権などは，その
範囲に含まれない．
　そして，「条例が定める20万バーツ以下の民事事
件」とは，「不動産に関する事件」と「相続に関す
る事件」以外の民事事件である．ただし，紛争解
決方法として，給付請求だけに限定される．従っ
て，権利関係の変動については対象とすることが
できない71）．
　このように三つの事件に行政調停の対象が限定
されたのは，以下のような理由による．まず，「不
動産に関する事件」と「相続に関する事件」につ
いては，その当事者双方はほとんど同じ都市の市
民であることから，紛争の原因及び当事者をよく
知りえる保安官として，調停手続を運営しやすい
と考えられたことによる．そして次に，「条例が定
める20万バーツ以下の民事事件」については，金
額が低いことから，裁判所の負担を軽減すべきで
あるとの政策的判断があってのことである72）．
⑷ 行政調停手続
（a）行政調停申立ての時期
　行政調停の申立てをなすべき時期について，民
事調停と同様，格別の制限は設けられていない．
（b）行政調停申立ての方式
　行政調停の申立ては，当事者の所在地を管轄す
る市役所に，申立書で，または口頭ですることが
できる．申立書でする場合は，自分で提出するだ
けではなく，郵便でも提出することができる．口
頭で申立てをする場合は，保安官が口頭で陳述さ
れた内容を記入しなければならない．さらに，申
立人も陳述した後，それに署名しなければならな
い（行政調停省令11条）．相手方の所在地は，申立
人の所在地と同じでなくても構わない．
（c）管轄
　行政調停省令11条は，「紛争が生じた場合，市民
は，市民の所在地を管轄する市役所に行政調停の
申立てをすることができる．」と定める．従って，
行政調停の管轄は，申立人の所在地に限定される．
不動産所在地，不法行為地などを管轄する市役所
に行政調停の申立てをすることはできない．
（d）手続の流れ
　ア　保安官の告知義務
　保安官は，行政調停の申立てを受けたときは，
相手方に告知しなければならない．相手方は，行
政調停に出頭するか，出頭しないかを，自由に選
択できる．拒否する場合，保安官は，事件を却下
しなければならない（行政調停省令11条）．相手方
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が出頭する場合は，保安官は，すべての関係者に
書面で行政調停手続を実施する場所及び期日を告
知しなければならない（行政調停省令11条）．
　イ　行政調停委員の選任
　最初の期日において，当事者は，調停委員及び
調停主任を選任する．当事者が調停主任を選任で
きない場合は，保安官がそれを選任する．
　調停委員会が組織された場合，調停委員会は，
7 日以内に調停委員会の会議を開始し，事件を受
理するか否かを決めなければならない（行政調停
省令12条）73）．
　ウ　行政調停手続を実施する場所
　行政調停手続の実施場所は，基本的に市役所で
あるが，必要があれば，別の庁舎で実施すること
ができる（行政調停省令13条）．
　エ　調停委員会の役割
　調停委員会の責務は，当事者がお互いに理解し
たうえで，紛争を解決することができるように介
入することである．さらに，紛争解決案を提示す
ることもできる．ただし，拘束力のある決定（判
断）をすることはできない（行政調停省令13条）74）．
　オ　審問手続及び証人尋問
　審問手続は，当事者双方が同席のうえ実施しな
ければならないが75），紛争解決のための仲介は，
同席あるいはコーカスで実施することができる．
ただし，当事者が最終的に決断するときは，同席
で実施しなければならない（行政調停省令16条）．
　当事者一方の申立てにより，あるいは調停委員
会の職権により，証人尋問をする必要がある場合
は，証人尋問をすることができる．ただし，調停
手続の迅速性を守るべきである（行政調停省令17
条）．
　カ　調停委員の交替
　行政調停手続中に，調停委員が失格した場合
（たとえば，成年被後見人，被保佐人および破産者
となった場合），あるいは当事者の一方が調停委員
を他の調停委員へ交替すべきことを希望する場合
は，他の調停委員を選任すべく，交替の申立てを
することができる．ただし，実施された手続は，
効力を保持する（行政調停省令20条）．
　キ　行政調停手続期間の制限
　行政調停手続は， 3 か月以内で実施するべきで
あるが，必要がある場合は，さらに 3 か月の延長
をすることができる．ただし，全ての期間は， 1
年以内でなければならない（行政調停省令21条）．
　ク　行政調停の不成立事由
　行政調停手続期日において，当事者の一方又は
双方が正当な事由なく，欠席する場合，保安官は
事件を却下すべきである（行政調停省令14条）．
　行政調停手続中に，当事者の一方が，書面で離
脱する意思を表明する場合，保安官は事件を却下
すべきである（行政調停省令19条）．
　また，新しい調停委員を選任できない場合も，
保安官は事件を却下すべきである（行政調停省令
20条）．
　ケ　行政調停の成立
　当事者が合意を成立させた場合，その合意の内
容を記載し，当事者がこれに署名すれば，和解契
約が成立する（行政調停省令23条）．
⑸ 行政調停における和解契約の効力
（a）執行力
　行政調停における和解契約は，執行力を有する．
ただし，そのままで執行力を有するのではない．
行政調停省令25条は，「行政調停における和解契約
に基づいて民事執行をしようとする当事者は，管
轄ある検察官に，申立てをすることができる．検
察官は，裁判所に対し，執行決定を求める申立て
をしなければならない．執行決定を許可するか否
かに関しては，仲裁法に準ずる．76）」と定める．す
なわち，行政調停で成立した和解契約に基づいて
執行するときは，執行決定の申立てをしなければ
ならないということである．
（b）既判力
　民事調停と同様，行政調停による和解契約も，
既判力を有しない．ただし，確定効は生ずる．
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⑹ 時効中断効
　行政調停の申立てをすれば，時効中断効が生ず
る（省庁局運営法第61/ 2 ）．時効中断効が生じる
時期は，申立ての瞬間である（行政調停省令11
条）．調停が不成立のうちに終了した場合でも，そ
の効果は生じる77）．
⑺ 情報の内密性
（a）調停委員の民事責任の免責
　法は，特に何も定めていない．ただし，調停主
任は「公務員」という地位にある．他方，調停委
員は「みなし公務員」として職務を務める．証拠
法には，調停主任及び調停委員が職務を行うにつ
いて，他人に損害を加えたときは，国又は公共団
体が，これを賠償する責に任ずる，との規定があ
る（公務員民事責任法 5 条）．ただし，公務員に悪
意又は重大な過失があったときは，国又は公共団
体は，その公務員に対して求償権を有する（公務
員民事責任法 8 条）．
（b）守秘義務
　調停主任は，「公務員」という地位にあるから，
タイ刑法323条に定めのある，「公務員及び専門家
の守秘義務」たる義務を負う78）．
　他方，調停委員は，職務上知りえた情報は，秘
密として保護しなければならない（行政調停省令
8 条）．しかし，行政調停省令は，それについて罰
則を定めていない．
　ただし，国家評議会事務局意見書には，「刑法に
いう公務員の定義は，二つに分けられる．すなわ
ち，① 法が明確に定めている場合，② 法が定めて
いない場合である．②の場合は，法は『公務員』
を定めていないとしても，もし職務を務める者が
国家権力を行使するならば，その者は刑法にいう
『公務員』である．」と記述されている．従って，
調停委員も，タイ刑法第323条の対象になりえる．
（c）調停が失敗して裁判に移行した場合
　行政調停が不成立のうちに終了した場合，行政
調停に提出された情報は，後の手続で再利用する
ことができる．
Ⅳ UNCITRALモデル法
1 ．執 行 力
　UNCITRAL モデル法14条は，「当事者が争いに
つき和解する合意を締結したときは，その和解合
意は拘束力を有し，……執行可能である〔国内法
として採用する国は，和解合意を執行する方法に
ついての記述を挿入し，又は，その執行を定める
規定を採用することができる．〕」と定める．この
14条には脚注ｄが付されていて，「和解合意の執行
手続を実施するのに，国内法として採用する国は，
かかる手続を強行的なものとする可能性を考慮す
ることができる．」と記述されている．
　本条は，和解合意の執行可能性について定める
ものである．すなわち，本条は，調停手続で成立
した和解合意が拘束力を有し，これに基づく執行
が可能であることを定める．和解合意に執行力を
与えれば，調停の魅力を増進し，その利用を拡大
することができるからである．もっとも，その詳
細について本条は定めるものでないが，それでも
十分であるのは，UNCITRAL モデル法の目的は，
これを採用する国がそれぞれ国内法として立法化
するのを促すことにあるからである．その詳細は，
それぞれの「国が決めるべき」なのである79）．
2 ．時効停止効
　UNCITRAL モデル法 4 条は，「調停手続の開始」
を定める規定である．この 4 条には脚注 c が付さ
れ，「出訴期間の停止についての規定を採用しよう
とする国のため，以下の条文が提案される．」と記
述したうえで，具体的に，第 X 条として，以下の
ような規定を提案する．すなわち，「（1）調停手続
が開始したとき，調停の対象となっている請求に
ついての出訴期間の進行は停止する．（2）調停手
続が和解合意によらずに終了したときは，出訴期
間は，調停が和解合意によらずに終了したときか
ら再び進行する．」
　本条は，「時効中断」ではなく，「時効停止」を
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定める．そこで，調停手続で和解合意が成立しな
かった場合は，時効期間は，その時から再び進行
することになる．つまり，民法改正前の日本法と
タイ法のように，時効期間が「新たに進行する」
のではない．
3 ．情報の内密性
⑴ 守 秘 義 務
　UNCITRAL モデル法 9 条は，「当事者による別
段合意がない限り，調停手続に関連する情報はす
べて秘密としなければならない．ただし，法の下
で，又は，和解合意の履行もしくは執行のために，
開示が認められる場合は，この限りではない．」と
定めている．
　本条にいう「情報の範囲」については，「調停手
続に関連する情報はすべて」なのであり，調停手
続において主張され，提供された情報だけではな
く，手続の内容，結果，手続に関連する事項も含
まれる．また，調停をする前の情報，たとえば，
調停の望ましさについて交渉したとか，調停合意
の際の条件や調停人の選任がどうであったとか，
調停の申出をし，これを承諾し，又は拒絶したと
いった調停合意に至るまでの関連情報のほか，さ
らには，調停手続の内容やその結果についての関
連情報も含まれる．いずれにせよ，情報はすべて
秘密とされなければならない80）．
　例外は，まず，当事者の合意がある場合である．
理由は，ADR では，当事者の自治を尊重すべきか
らである．次に，法の定めによって開示が要求さ
れる場合や，和解合意の履行ないし執行の目的の
ために開示が要求される場合である81）．というの
も，当事者の一方が履行しない場合には，執行の
必要があるからである．しかし，執行のためには，
第三者（執行機関）に情報を提出しなければ，執
行することができない82）．
⑵ 調停が失敗して裁判に移行した場合
　UNCITRAL モデル法10 条は，（1）項で，「調停
手続の当事者，調停人，および，調停手続の実施
にかかわった者も含めた第三者は，仲裁手続，裁
判手続又はこれに類する手続において，以下の事
項を援用し，証拠として提出し，又は，これにつ
いての証言もしくは証拠を提供してはならない．
（a）当事者からの調停手続に付託するとの申出，
又は，当事者が進んで調停手続にかかわった事実，
（b）争いについて和解が可能か否かに関して，調
停の当事者が表明した見解又は提案，（c）調停手
続の過程で，当事者が行った陳述または承認，（d）
調停人からの提案，（e）調停人がなした和解の提
案を，調停の当事者が受諾する意思を示したとい
う事実，（f）調停手続のためだけに準備された文
書」と定め，また，（2）項では，「本条（1）項は，
そこに定められた情報または証拠の形式にかかわ
らず，適用する」，（3）項では，「本条（1）項に定
められた情報の開示は，仲裁廷，裁判所又はその
他権限ある政府当局が命じてはならず，本条（1）
項に反し，かかる情報が証拠として提出されたと
きは，その証拠は許容されないものと扱われなけ
ればならない．ただし，法のもとで，または，和
解合意の履行もしくは執行のために，求められる
限り，かかる情報を開示し，証拠として許容する
ことができる」，そして，（5）項は，「本条（1）項
に定められた事項を除き，それとは別に，仲裁手
続，裁判手続又はこれに類する手続において許容
される証拠は，調停において援用された結果とし
て許容されないことになるものではない．」と定め
ている．
　UNCITRAL モデル法10条は，調停で得られた情
報を他の手続において利用することの可能性につ
いて定めた規定である．基本的に，調停で得られ
た情報を援用しないとの当事者の合意があれば，
その情報を他の手続において援用することはでき
ない．では，合意がない場合はどうか，問題とな
る．調停において主張された意見，提案，自白，
陳述などが，他の手続において相手方から証拠と
して提出される可能性はある．しかしながら，こ
れらは，あくまで調停の場で，和解という互譲的
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で友誼的な解決を前提とするものであるために，
調停における情報を他の手続でも再利用ができる
とするならば，当事者が不測の損害を被ったり，
調停で和解を成立させようとした当事者の意欲を
阻害したりすることになり，結果として，調停の
もつ機能を大きく減殺することになりかねない83）．
さらに，当事者の合意があっても，問題となるの
は，その合意は当事者双方を拘束するにせよ，第
三者，たとえば，政府当局は，これに拘束されな
いおそれがあることである84）．従って，調停手続
における率直な意見交換や闊達な交渉を制度的に
保障することで，当事者が安心して調停を利用す
ることができるように，こうした調停における一
定の情報を証拠として以後の手続において利用す
ることを制限する規定を設ける必要があるのであ
る85）．
　UNCITRAL モデル法10条に掲げられた事項がす
べてだろうか．回答は，すべての情報が他の手続
に 提 出 す る こ と が で き な い わ け で は な く，
UNCITRAL モデル法10条（1）項（a）ないし（f）に掲
げられた事項に限定される．さらに，UNCITRAL
モデル法10条（5）項は，同（1）項に定められた一定
の事項以外は，訴訟や仲裁などの手続でもともと
許容されるものである限り，それ以前の調停で主
張し，提出されたからという理由だけで許容され
なくなるわけではないことを定める．結果として，
（1）項（a）ないし（f）に定められた一定の事項以外
は，訴訟や仲裁などの手続でもともと許容される
ものである限り，他の手続において用いることが
できる86）．
　ここで，注意すべきことは，UNCITRAL モデル
法10条（1）項（a）・（b）・（e）に共通するのは，いずれ
も訴訟や仲裁の証拠調べにおいて，一方当事者が
これらの情報によって，相手方の不利になるよう
な証明に悪用することができうるということであ
る．すなわち，もともとそうでなかったにもかか
わらず，それらの情報によって相手方が不利にな
るような証明に悪用されて，訴訟や仲裁において
敗れるおそれがあるのである．具体的な例として
は，「相手方からの調停手続に付託するとの申出」
があったのは，相手方が訴訟で敗訴すれば，高額
の損害賠償を支払わざるをえなくなることから，
訴訟を回避すべく，調停手続に付託したのだと訴
訟において主張するような場合がありうる．こう
した根拠により，そのような情報は，訴訟や仲裁
において主張するのが禁止される87）．
　とりわけ問題となるのは，UNCITRAL モデル法
10条（1）項（c）「調停手続の過程で，当事者が行っ
た陳述または承認」と，同（5）項の相違についてで
ある．UNCITRAL モデル法10条（1）項（c）に定め
る情報は，当事者の「陳述」と「承認」に限定さ
れる．すなわち，当事者本人が調停手続において
陳述し，承認したものである．当事者本人が陳述
し，承認したのではない，すなわち，調停手続が
開始される前の情報は，本条（1）項（c）には含まれ
ない．例えば，海上物品運送契約にかかる紛争で，
船荷主の氏名を承認するための船荷証券は，これ
が以前の調停で証拠として提出されていたとして
も，訴訟や仲裁で改めて提出することができる，
とされる．なぜなら，船荷証券は調停手続が開始
される前に提出された情報であって，当事者の「陳
述」でも「承認」でもないからである88）．
　さらに，調停手続で陳述された情報については，
UNCITRAL モデル法10条（3）項にも例外が設けら
れている．すなわち，「法のもとで」，また，「和解
合意の履行や執行のために」求められる場合であ
る．たとえば，身体への侵害や不法な損害を与え
るために加えられた脅迫を明らかにする必要があ
る場合，調停を利用して犯罪を計画し，企図しよ
うと試みられた場合，和解合意が詐欺や強迫によ
ってされたことが争点となっている手続でそのた
めの証拠が必要である場合など，ここでの問題が
公序にかかわるときは，証拠の許容性は否定され
るべきではないからである89）．
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Ⅴ 検 討
　調停の効力（拘束力），時効中断効，そして情報
の内密性のほか，調停手続における審理のあり
方についても含めて，日本法とタイ法，そして
UNCITRAL モデル法との比較法的考察を踏まえ
て，以下のとおり，検討する．
1 ．調停手続における審理のあり方
⑴ 管 轄
　日本の民事調停の管轄は，「相手方の所在地」
か，「当事者の合意による」である．一方，タイの
行政調停の管轄は，「申立人の所在地」である．
　そうすると，タイの行政調停において問題なの
は，かりに相手方の所在地が申立人の所在地と同
じでない場合，調停手続に出頭するため，相手方
は申立人の所在地にまで赴かなければならないこ
とである．それは相手方にとって負担であるから，
調停手続に出頭しないであろう．結果として，調
停手続が実施されないこととなる．そこで，私見
では，「相手方の所在地」を管轄とする方が適切で
あると思う．このように考えると，相手方の所在
地が申立人の所在地と同じでない場合は，申立人
にとって行政調停の申立てがしづらくなることに
なるかもしれないが，私見は，むしろ相手方を保
護すべきであるとの考えである．もっとも，実務
上では，ほとんど当事者双方の所在地は同じであ
るから，問題は少ないと思われる．
⑵ 同席調停又は別席調停（コーカス）
　「同席調停又は別席調停（コーカス）」について，
日本法では，特段の定めはないが，実務上はほと
んどコーカスで実施されるようである．ただし，
同席で実施される事件もあるとされる．タイの民
事調停は，同席でも，あるいはコーカスでも，実
施することができる．他方，タイの行政調停の審
問手続は，同席で実施しなければならない．
　そうすると，同席調停では，かりに一方当事者
が秘密を有する場合，相手方当事者の前では本音
が話せないなど，手続を実施しにくいことがある
かもしれない．一方，コーカスで実施すれば，手
続が暗礁に乗り上げることは回避することができ
る．もちろん，同席調停にも利点はある．すなわ
ち，同席調停によって当事者双方が協力して解決
案を探るための基盤を培うことができるというこ
とである90）．従って，私見では，当事者が，同席
調停か，あるいはコーカスかを選択できるのがよ
いと考える．当事者が選択しない場合は，調停委
員会が決めることになる．
2 ．調停の効力
⑴ 執 行 力
　まず，「調停の執行力」については，日本の民事
調停は執行力を有する（民調16条，民訴267条，民
執22条 7 号）．タイの民事調停は，執行力を有しな
いが，行政調停は，執行力を有する（行政調停省
令25条）．ただし，タイの行政調停について執行す
るには，執行決定の申立てをしなければならない．
UNCITRAL モデル法（14条）も，調停が執行力を
有することの可能性を示唆している．
　私見では，調停に執行力を与えるべきであると
考える．理由は，執行力を有しないならば，調停
における和解は，私法上の和解にすぎないことと
なるからである．確かに，通常の成り行きとして
は，調停における解決結果は，強制というよりも，
当事者の合意に基づく場合であるので，任意の履
行に期待できるように思えるが，相手方が債務を
履行しない場合には，再度，訴えを提起せざるを
えない場合もありうる．せっかく苦労して和解を
成立させても，執行力がなければ，その苦労は水
泡に帰するというやり切れない感情を持つことも
あるだろう91）．特に，紛争解決ルートの選択に責
任ある立場の者，たとえば，企業の担当者や代理
人弁護士等が自信をもって調停を選択することが
困難になるという点があることは否定できない92）．
　この点について，日本の民事調停とタイの行政
調停は執行力を有するが，その反面で，調停での
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和解契約に執行力を付与することについては影も
ある．すなわち，消費者金融業者等が，それを利
用するという権利濫用の危険があることを否定で
きないのである．この問題を解決するためには，
それを制限する手法として，請求権の内容ないし
対象当事者の範囲を限定すべきことが考えられる．
たとえば，金銭請求に対象を限定すること，ある
いは事業者対消費者の調停において，消費者が債
務を負担する場合には執行力を認めないとするこ
とが考えられる93）．他方，タイの民事調停は執行
力を有しないから，執行力を導入する必要がある
と考える94）．
⑵ 既 判 力
　「調停の既判力」について，日本の民事調停につ
いては学説が分れているが，判例は，いわゆる制
限的既判力説を採用しているとされる．一方，タ
イでは，民事調停も行政調停も，既判力は有しな
い．
　私見は，日本の民事調停については，既判力を
認めるべきであるというものである．ただし，当
事者の意思の欠缺及び実体法上の瑕疵に基づいて
調停無効の主張を許すべきである．根拠は，理論
的に調停の基本は合意による紛争解決であるが，
日本の民事調停は司法型調停であって，調停主任
は公務員である裁判官が務めるし，また，調停に
代わる決定・調停案・調停条項の裁定は本質的に
国家の紛争解決機関による公権的判断であるとみ
てよく，既判力を認めることができると考えるか
らである．他方，タイの調停で，公務員が調停主
任として務めるのは，行政調停である．もし既判
力がないならば，意思表示の瑕疵に基づく取り消
しや無効は，主張することができる．特に問題と
なるのは，調停終了後に，当事者の一方又は双方
ともに，調停合意の基礎となった事実関係につい
て錯誤があり，あるいは，調停人の法適用や裁判
予測に錯誤があったとして，調停合意の錯誤無効
を主張するおそれがあることである95）．結果とし
て，裁判所の負担を減らす目的は達成できないこ
とになろう．ただし，タイの民事調停では，調停
人は市民であり，実務上も民間型調停に近いこと
から，既判力を導入すべきではないと考える．
3 ．時効中断効
　調停の「時効中断効」ないし「時効停止効」に
ついては，私見では，時効中断効は必要だと考え
る．理由は，調停でも訴訟でも，いかなる手続で
も，紛争解決には時間がかかることはいうまでも
ないからである．特に，調停が成立しない場合，
時間が経過して，時効が完成するケースが多い．
さらに，時効中断効については，当事者の合意に
よる時効利益の事前放棄は認められていない，と
いうこともある96）．従って，時効中断効が生じな
いならば，当事者は別の紛争解決方法を選択する
ことになり，結果として，民事調停は利用されな
いことになる．
　この問題について，タイの行政調停は，時効中
断効を有するところ（省庁局運営法第61/ 2 ），こ
の点については裏面の問題がある．すなわち，行
政調停を申し立てることで，いつでも時効期間を
新たに進行させることができることから，特に当
事者間に資力及び知識の格差があり，交渉力に格
差がある場合，当事者はこれを奇貨として濫用す
るおそれがあるのを否定できない．従って，これ
に つ い て の 私 見 は，時 効 中 断 効 で は な く，
UNCITRAL モデル法及び日本の民法にみられる時
効停止効（UNCITRAL モデル法14条と民法151条
（改正後）参照），すなわち，調停で合意が成立し
なかった場合は，時効はその時から再び進行する
ものとすべきである97）．
4 ．情報の内密性
⑴ 調停人の免責
　調停人の守秘義務との関係で，まず「調停人の
免責」について検討しておく．タイの民事調停と
行政調停では，調停人が「悪意」でも「重過失」
でもない場合には，民事責任が免責される．一方，
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日本の民事調停では，調停人の民事責任の免責に
ついて，何らの定めはない．
　私見では，日本の民事調停でも，民事責任の免
責を導入すべきである．根拠は，調停人の行為は，
その性質からして，当事者の一方に対して不利な
内容を含むものとなる場合が多いのに，とりわけ
「故意」又は「過失」により民事責任を負うことに
なるのでは，調停人にとって負担が大きく，有用
で適切な人材を調停人に選任することが困難にな
るおそれがあることが否定できないからである98）．
⑵ 調停人の守秘義務
　「調停人の守秘義務」について，かりに調停人が
罰則の対象になりえないとするならば，当事者の
秘密を守ることができなくても刑罰を受けないこ
とになる．従って，当事者にとっては，調停人が
当事者の大切な秘密を厳格に守らないおそれがあ
ることから，安心して調停を選択することが困難
になる．従って，タイ法については，罰則を導入
すべきである．
⑶ 調停手続情報の再利用可能性
　「調停手続情報を他の手続（訴訟・仲裁手続）で
利用することが許されてよいか」という問題があ
る．
　この問題の背景にあるのは，調停の合意を成立
させるのに一つの重要な要素があることである．
それは，紛争を解決するには，紛争の全体を理解
していなければならない，ということである．す
なわち，紛争の性質は何であり，紛争の当事者へ
の影響は何であり，紛争の本当の原因は何である
のかを理解していなければならない．まずもって，
当事者双方がお互いに自分と相手方を理解する必
要がある．次に，調停人も当事者双方の問題を理
解していなければならない．特に，調停人は，紛
争の全体を理解してこそ適切な調停案を提出でき
るのであって，調停の理念に到達することができ
るのである．そこで，「紛争に関する情報」が重要
な要素であることになる99）．調停で合意を成立さ
せるには，当事者双方が情報提供し，交渉して，
そして意見交換するのに躊躇することがないよう
にすることが必要である．従って，「紛争に関する
情報」は秘密としなければならない．
　調停手続情報が他の手続で再利用できるかどう
かについては，秘密保護利益と，他の手続におけ
る真実発見利益との比較衡量によって決まる．特
に，後の手続が訴訟である場合は，裁判官は，証
拠調べに基づいて真実を発見する．裁判官はそれ
に基づいて判断を下し，紛争解決を図ることにな
る．ただし，いかなる場合においても，何を差し
置いても，真実が揬究されるべきであるというわ
けではない．「真実発見利益」に拮抗する利益，す
なわち，「秘密保護利益」が存在する以上は，「真
実発見利益」と「秘密保護利益」とを比較衡量す
る必要がある100）．
　そこで，衡量されるべき「真実発見利益」と「秘
密保護利益」としてどのようなものを考えるのか．
ここでは，一つの要因を考慮しなければならない．
すなわち，当該訴訟における証拠としての重要性，
言い換えれば，代替証拠の有無等である．これは，
その情報が利用できなくなることによって，当該
事件における真実発見が困難になるという不利益
を直接に問題とするものである101）．
　この問題について，タイ法では，手続実施者・
当事者及び関係者について，UNCITRAL モデル法
のうちの守秘義務についての規定を採用している
ので，調停手続に直接関係がある情報は再利用で
きないが，他の手続でも提出可能な情報であれば
再利用できることになる．この内容からすると，
タイ法では，守秘義務についての中間説を採用す
るものといえる．他方，日本の民事調停法は，調
停手続情報について，日本の ADR 法102）が定めて
いるような内容を定めていないから，調停手続で
提出された情報は，他の手続で再利用されること
がありうることになる．当事者にとって，もし秘
密性が保障されないならば，当事者は自由に話そ
うとしなくなるし，紛争の中心にまで踏み込むの
は危険にさらされることになるのであるから，最
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初から訴訟を提起することになる．結果として，
調停成立の可能性が下がりかねないのである103）．
しかし，だからといって，もしすべての情報が訴
訟で再利用できなくなるとするならば，訴訟での
証拠が妨害されることになるかもしれない104）．
　そこで，訴訟や仲裁で再利用を禁止される調停
手続情報とは，どんな情報であるのか．私見では，
すべての情報が再利用を禁止されるわけではない．
再利用できない情報とは，調停手続に直接関係が
ある情報，すなわち，陳述に関する部分，特に自
白と評価された情報に限定すべきである．たとえ
ば，当事者からの調停に付託するとの申出，調停
人からの提案などである．以上に対して，調停手
続に直接関係がない情報，すなわち，調停が開始
される前の情報は再利用を禁止すべきではない．
もし，すべての情報が訴訟や仲裁手続で再利用で
きないとするならば，訴訟や仲裁手続での真実発
見が妨げられることにもなるからである．この点
についての私見は，確かに，当事者にとっては，
自己利益を守るために，調停で提出された情報の
すべてが再利用できないとするのが望ましいこと
ではある．しかし，すべての情報が訴訟や仲裁手
続で再利用できないならば，おそらく一方当事者
は，悪意で，相手方が守秘義務を主張するよう仕
向ける陳述をするかもしれない．相手方が守秘義
務を主張し，黙秘しようとすることで，相手方の
態度いかんによることではあるけれども，裁判官
や仲裁人は，そのような相手方を信用できなくな
り，結果，相手方が不利な状態に陥ってしまう105）．
訴訟や仲裁手続で障害されることになるのである．
さらに，訴訟や仲裁における証拠調べにおいて，
自己利益を守るために，当事者双方が多くの情報
を提出するのは通例のことであり，調停手続に直
接 関 係 が あ る 情 報 は，重 要 な 証 拠（material 
evidence）ではなく，多くある情報のごく一部の
ものでしかない106）．従って，すべての情報ではな
く，直接関係がある情報だけ再利用することがで
きないとするのは適切であると考える．もっとも，
脅迫を受けた場合と詐欺の場合には，正義を守る
ために，例外的に再利用することを認めるのも必
要である．以上のような内容となるように，法律
を改正すべきである．
5 ．調停に代わる決定
　いま一つのポイントは，タイ法において，調停
手続において合意が成立しない場合，日本の民事
調停のような「調停に代わる決定」を認めるべき
かどうか，である．
　これについては，タイの民事調停における学説
は，「調停合意説」を採用するものである107）が，調
停手続において合意が成立しない場合，他の方法，
すなわち，「不成立時最善代替案」（BATNA）が必
要となることがあろう．当事者の合意ではなく，
調停委員の決定により紛争解決をするのであって
も，それに当事者の双方ともが異議申立てをしな
いことで，事後的かつ消極的に合意をしたと解釈
することができる．従って，タイの調停において，
日本のような「調停に代わる決定」を導入しても，
「調停合意説」から離れることを意味しない．タイ
の調停でも，「調停に代わる決定」を導入すべきで
ある108）．
1） 山本和彦＝山田文『ADR 仲裁法』（日本評論社，
2015）151-152頁．
2） 山本＝山田・前掲注 1 ）14頁．
3） 山本＝山田・前掲注 1 ）10頁．
4） 小島武司「司法制度改革と ADR-ADR の理念と改
革の方向」ジュリ1207号（2001）17頁．
5） 小島・前掲注 4 ）14頁．
6） 司法制度改革審議会の意見書（2001年 6 月12日）
（II第- 8 ．（1））．
7） 山本＝山田・前掲注 1 ）157頁．
8） 山本和彦「ADR 基本法に関する一試論―ADR の
紛争解決機能の強化に向けて」ジュリ1207号（2001）
29-30頁．
9） ADR のメリットには，簡易・迅速，紛争解決の秘
密保護，手続的な柔軟性などがある．山本＝山田・
前掲注 1 ）12-13頁参照．
199Sopakdithapong：調停に関する比較法的考察
10） 那須弘平＝大村雅彦＝山本和彦＝山田文＝加藤慎
太郎「ADR の過去・現在・未来―ADR の立法論的
課題」判タ1081号（2002）26頁（大村雅彦発言）．
11） 「UNCITRALモデル法」とは，正式には「UNCITRAL
の国際商事調停に関するモデル法（UNCITRAL 
Model  Law on Inter national  Commercial 
Conciliation）」である．本稿で引用する，UNCITRAL
モデル法の邦訳は，猪股孝史「UNCITRAL の国際商
事調停に関する模範法（1）（2）（3・完）」JCA49巻11号
（2002） 2 頁，12号（2002）15頁，50巻 1 号（2003）
48頁にしたがう．
12） 小島武司『ADR・仲裁法教室』（有斐閣，2001）
3 - 4 頁．
13） 山本＝山田・前掲注 1 ）151-152頁．
14） 石川明＝梶村太市編『注解民事調停法〔改訂〕』
（青林書院，1993）49-50頁．
15） 小山昇『民事調停法〔新版〕』（有斐閣，1977）138
頁．
16） なお，地代借賃増減請求事件の場合，調停前置主
義が採用されている（民調24条の 2 ）．
17） 梶村太市＝深沢利―編『和解・調停の実務〔補訂
版〕』（新日本法規出版社，2007）321頁．
18） 山本＝山田・前掲注 1 ）169頁．
19） 石川＝梶村編・前掲注14）238頁．
20） 梶村＝深沢編・前掲注17）525-526頁．
21） 石川＝梶村編・前掲注14）246頁．
22） 茗茄政信＝近藤基編『書式　和解・民事調停の実
務：申立てから手続終了までの書式と理論〔全訂 8
版〕』（民事法研究会，2012）516頁．
23） 梶村＝深沢編・前掲注17）565-566頁．
24） 梶村＝深沢編・前掲注17）570頁．
25） 山本＝山田・前掲注 1 ）157-158頁．
26） 梶村＝深沢編・前掲注17）570頁．
27） 鈴木忠一『非訟事件の裁判の既判力 : 非訟事件の
基礎的諸問題』（弘文堂，1966）65頁．
28） 迢辺愛一＝加藤今造＝田中加藤男編『家事審判法
講座　第 3 巻　調停関係』（判例タイムズ社，1969）
289頁．
29） 小山・前掲注15）295頁・290頁．
30） 民集22巻 4 号862頁．
31） 小山・前掲注15）287頁．
32） 梶村＝深沢編・前掲注17）582頁．
33） 特に，大阪地裁平成 8 年 9 月19日判決（判タ940号
230頁）の裁判例は，「……その前提事実に重大な錯
誤があったといえる．」と判示している．なお，山田
文「民事調停における錯誤に関する一試論」『民事手
続法制の展開と手続原則』（弘文堂，2016）75頁も参
照．
34） 山田文「訴訟係属後の ADR 手数の利用について―
訴訟とADRの連携の試み」『民事手続法の比較法的・
歴史的研究』（慈学社出版，2014）683頁．
35） 猪股孝史「仲裁と調停」小島武司編『ADR 実際と
理論 I』（中央大学出版部，2003）107頁．
36） 猪股・前掲注35）107頁．
37） Peter Schlosser, “Confidentiality in the Context of 
Mediation in Contrast to Confidentiality in Respect of 
Arbitration”，『民事司法の法理と政策　上巻』（商事
法務，2008）1164頁．
38） 石栗正子「東京地方裁判所における調停の実情と
課題」ジュリ1207号（2001）73頁．
39） 猪股・前掲注35）116頁．
40） 垣内秀介「家事調停と家事審判との関係」ジュリ
1407号（2010）63頁．
41） 垣内・前掲注40）64頁．
42） ธี ม า พ ร  ท วี ชั ย ท ศ พ ล  （ T h e e m a p h o r n 
Thaweechaithossaphon）, “The Settlement Civil 
Dispute: Case Study – Dispute mediation and 
Conciliation at Local District in accordance with Rule 
for State Administration Act”, （Thaamasat University 
Master Thesis）（November, 2012）, pp. 37-39
43） タイの第一審裁判所は，「簡易裁判所」である．な
お，事件の総数は，「สถิการฟ้องคดีแพ่ง พ.ศ.2557」と
「สถิการฟ้องคดีแพ่ง พ.ศ.2558」，2014年と2015年，Thai 
Court, http://www.oppb.coj.go.th/doc/data/oppb/
oppb_1467771254.pdf と http://www.oppb.coj.go.th/
doc/data/oppb/oppb_1460424056.pdf （ last visited. 
Jul. 10, 2018）
44） http://www.opsc.coj.go.th/cms_old/opsc/kkn03.
pdf （last visited. Jul. 10, 2018）
45） タイでは，どんな事件でも「訴えの提起の前に，
まず調停申立てをしなければならない」というよう
な調停前置主義は採用していない．ธีมาพร ทวีชัยทศพล 
（Theemaphorn Thaweechaithossaphon）, supra note 
42, p. 198.
46） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, 
「 ท า ง เ ลื อ ก ใ น ก า ร ร ะ งั บ ข้ อ พิ พ า ท  ก า ร เ จ ร จ า 
การไกล่เกลี่ยและประนอมข้อพิพาท อนุญาโตตุลาการ （alter-
native dispute resolution and arbitration）」
200
（Thammasat University Press, 2015）, p. 53.
47） การไกล่เกลี่ยข้อพิพาท ฉบับไทยอังกฤษ （Mediation 
Thai-English）（International Affairs division, Ofﬁce of 
Judiciary）, p9. “In Court settlement is the settlement 
that the parties reach in the course of or during 
court proceedings by entering into compromise 
agreement. The party may then request the court to 
render a judgement on agreed-terms. Such agree-
ment incorporate in the judgement may be enforce 
without initiation of the new lawsuit if a party fails to 
comply with the terms of the settlement.”（http://
elib.coj.go.th/Ebook/data/Ebook16092010_3.pdf）
48） 山本＝山田・前掲注 1 ）178頁．
49） Supreme Cour t  5282/2540,  3635/2541, 
การไกล่เกลี่ยข้อพิพาท ฉบับไทยอังกฤษ （Mediation Thai-
English）, supra note 83, at 9. “Out of court settle-
ment is the settlement that the parties reach in their 
negotiation and reduce the terms of settlement into 
a written instrument called “a compromise agree-
ment” which will afterwards the new rights and 
obligations to be complied by the parties. If any 
party fails to comply with such agreement, it will be 
a basis for new lawsuit.”
  Thai Civil Procedure code Section 20. Irrespective 
of the extent to which litigation has progressed, the 
court may attempt to arrange a settlement or have an 
authorized judge or a commissioned judge attempt to 
arrange a settlement.
50） Thai Civil Procedure code Section 20. Irrespective 
of the extent to which litigation has progressed, the 
court may attempt to arrange a settlement or have an 
authorized judge or a commissioned judge attempt to 
arrange a settlement.
51） Thai Arbitration Act Section 44. The Court shall 
have the power to refuse the application to enforce 
the award under Section 43 if it appears that the 
award deals with the dispute which shall not be 
settled by arbitration under the law or the enforce-
ment of award is contrary to public order or good 
moral.
52） その根拠は，タイ法においては，「公証人」という
制度が存在しないことにある．See also, Kittisak 
Prokati, “Research Paper on How to implement 
Notary Public service in Thai Law system”, 
（Thammasat University, 2001）. 
53） Supreme Court 5576/2549.
54） 確定効が生ずることにより，和解契約の内容どお
りに当事者間の権利義務関係が確定され，これと矛
盾する権利義務関係を前提とする主張が，実体法上
封じられることになるので，そのような権利義務関
係を前提とする請求が訴訟上なされた場合には，少
なくともその確定効によって排除することができる．
山本＝山田・前掲注 1 ）178頁参照．
55） Civil and Commercial Code Section 193/14. 
Prescription is interrupted if:
 （1） The debtor has acknowledged the claim towards 
the creditor by written acknowledgement, by part 
payment, payment of interest, giving security, or by 
any unequivocal act which implies the acknowledg-
ment of the claim.
 （2） The creditor enters an action for the establish-
ment of the claim or for requiring performance.
 （3） The creditor applies for receiving a debt to arbitra-
tion.
 （4） The creditor submits the dispute to arbitration.
 （5） The creditor does any act which brings an effect 
equivalent to entering an action.
56） Supreme Court 1330/2522, 1550/2522, 1781/2531, 
55/2540 from กำาชัย  จง จักรพัน ธ์  （Kumchai 
Chongchakrapan） ระยะเวลาและอายุความ （Time period 
and Prescription） （Thammasat University Press, 
2015）, pp. 234-235.
57） Supreme Court 1765/2531 from กำาชัย จงจักรพันธ ์
（Kumchai Chongchakrapan）, supra note 56, pp. 235-
236.
58） Supreme Court 1765/2531 from กำาชัย จงจักรพันธ ์
（Kumchai Chongchakrapan）, supra note 56, pp. 235-
236.
59） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, supra 
note 46, p. 45.
60） Civil and Commercial Code Section 193/32. The 
period of prescription for a claim established by a 
ﬁnal judgment, or by a contract of compromise is ten 
years, even if the claim itself is subject to any period 
of prescription.
61） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, supra 
note 46, p. 52.
62） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, supra 
201Sopakdithapong：調停に関する比較法的考察
note 46, p. 71.
63） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, supra 
note 46, p. 71.
64） なお，調停人はタイの刑法第343条の対象になりう
るか，という問題につき，筆者の意見は，タイの民
事調停はただの国のサービスであるから，調停人は
「みなし公務員」ではなく，従って，タイの刑法第
343条の対象にはならないというものである．なお，
詳細は，タイの行政調停の個所で説明する．
65） อนันต์ จันทรโอภากร （Anan Chantaraopakorn）, supra 
note 46, p. 71.
66） 国家評議会事務局（Office of the council of state）
719-720/2552（2009年）の意見書「行政調停の法案
について」参照．
67） เนติ กิจโกศล （Neti Kitkoson）, “Problem regarding 
the use of ADR in Court” （Thammasat University 
Master Thesis） （August, 2013）, pp. 163-164.
68） 特に，保安官，保安官代理が調停主任にふさわし
い理由は，当事者の所在地と同じであるから，調和
的に手続を実施できると考えられることにある．
ธี ม า พ ร  ท วี ชั ย ท ศ พ ล  （ T h e e m a p h o r n 
Thaweechaithossaphon）, supra note 42, p. 79.
69） Direkudomsak Wichian, “Unconventional Civil 
Procedure”, （Sangchan Publishing, Bangkok）
（2010）, pp. 31-36.
70） ธี ม า พ ร  ท วี ชั ย ท ศ พ ล  （ T h e e m a p h o r n 
Thaweechaithossaphon）, supra note 42, p. 129.
71） この金額からは，この法律（行政調停省令）の目
的は「少額訴訟」にあると思われる．もっとも，タ
イでは，少額訴訟の金額は「30万バーツ（約90万円）
以下」と定められている．
72） ธี ม า พ ร  ท วี ชั ย ท ศ พ ล  （ T h e e m a p h o r n 
Thaweechaithossaphon）, supra note 42, pp. 129-131.
73） 申立人が権利濫用として提出した場合，あるいは
申立てにより相手方にとって訴訟手続で不利となる
おそれがある場合は，その申立てを受理するべきで
はない．
74） タイの学説においては，調停の本質は「当事者間
の合意」であるとされ，民事調停及び行政調停につ
いて「調停合意説」を採用している．
75） 根拠は，当事者双方は，当該紛争についてストー
リーを述べ，それぞれの主張の背後にある真の動機
やニーズを互いに調停人に陳述することから，調停
人にとって，紛争の根拠を理解しやすくなるからで
ある．さらに，当事者双方がお互いの情報や言葉の
意味などを理解することができ，一方当事者の不安
がなくなるからである．เนติ กิจโกศล （Neti Kitkoson）, 
supra note 67, pp. 163-164.
76） タイの仲裁法40条は，仲裁判断に基づく執行許可
申立てにつき，以下のとおり定めている．「次に掲げ
る事由のいずれかがある場合（（1）から（5）までに
掲げる事由にあっては，当事者のいずれかが当該事
由の存在を証明した場合に限る），裁判所は，当該申
立てを却下することができる．（1）仲裁合意が，当
事者の行為能力の制限により，その効力を有しない
こと．（2）仲裁合意が，当事者が合意により仲裁合
意に適用すべきものとして指定した法令（当該指定
がないときは，タイの法令）によれば，当事者の行
為能力の制限以外の事由により，その効力を有しな
いこと．（3）当事者が，仲裁人の選任手続又は仲裁
手続において，必要とされる通知を受けなかったこ
とないし防御することが不可能であったこと．（4）
仲裁判断が，仲裁合意又は仲裁手続における申立て
の範囲を超える事項に関する判断を含むものである
こと．ただし，申立ての範囲を超えない事項に関す
る部分があれば，裁判所は，範囲を超える事項に関
する部分だけ却下することができる．（5）仲裁廷の
構成又は仲裁手続が，仲裁地が属する国の法令の規
定（当事者間に合意があるときは，当該合意）に違
反するものであったこと．（6）仲裁手続における申
立てが，タイの法令によれば，仲裁合意の対象とす
ることができない紛争に関するものであること．（7）
仲裁判断の内容が，タイにおける公の秩序又は善良
の風俗に反すること．」
77） ธี ม า พ ร  ท วี ชั ย ท ศ พ ล  （ T h e e m a p h o r n 
Thaweechaithossaphon）, Supra Note.42, p. 147.
78） Penal Code Section 323 Whoever, knows or 
acquires a private secret of another person by reason 
of his functions as a competent ofﬁcial or his profes-
sion as a medical practitioner, pharmacist, druggist, 
midwife, nursing attendant, priest, advocate, lawyer 
or auditor, or by reason of being an assistant in such 
profession, and then discloses such private secret in 
a manner likely to cause injury to any person, shall 
be punished with imprisonment not exceeding six 
months or ﬁned not exceeding one thousand Baht, or 
both.
79） Peter Binder, 「Inter national Commercial 
202
Arbitration and Conciliation in UNCITRAL Model 
Law Jurisdictions」, （Thomson Reuters （Legal） 
Limited, 2010）, pp. 506-507.
80） 猪股・前掲注11）JCA49巻12号，18-19頁．
81） 猪股・前掲注11）18-19頁．
82） ส ร วิ ศ  ลิ ม ป รั ง ษี  （ S o r a w i t  L i m p a r a n g s i ）, 
“กฎหมายแม่แบบว่าด้วยการระงับข้อพิพาท”  （UNCITRAL 
MODEL LAW on International Commercial 
Conci l ia t ion） 『กฎหมายเกี่ยวกับการไกล่เกลี่ยข้อพิพาท 
（Law relating to Conciliation）』（Thai Court Ofﬁce 
Publishing, 2008）, p 24.
83） 猪股・前掲注11）19頁．
84） สรวิศ ลิมปรังษี （Sorawit Limparangsi）, supra note 82, 
pp. 30-31.
85） 猪股・前掲注11）19頁．
86） Peter Binder, supra note 80, p. 496.
87） สรวิศ ลิมปรังษี （Sorawit Limparangsi）, supra note 82, 
pp. 32-35.
88） 猪股・前掲注11）21頁．
89） 猪股・前掲注11）20頁．
90） 山本＝山田・前掲注 1 ）170頁．
91） 石川明「ADR 覚書」小島武司編『ADR の実際と理
論 I』（中央大学出版部，2003）21頁．
92） 山本和彦「ADR 和解の執行力について」『民事司
法の法理と政策　下巻』（商事法務，2008）609頁．
93） 山本・前掲注93）609頁．
94） 注目されるのは，タイ法においては，日本の民事
執行法第22条 5 号，すなわち，「調停合意の内容を
「公正証書」とし，これに債務名義による執行受諾文
言を付することにより，執行証書としての債務名義
を作出する．」という制度がないことである．それ
は， タイ法に，「公証人」という制度が存在しないこ
と に よ る． なお， “Research Paper on How to 
implement Notary Public service in Thai Law 
system”, （ Thammasat University, 2001） Kittisak 
Prokati.  著者も参照
95） 山本＝山田・前掲注 1 ）178頁．
96） 山本和彦「日本における ADR の現状と課題」JCA 
49巻 9 号（2002）22頁．
97） 現在，タイの製造物責任法は，「時効中断」ではな
く，「時効停止」を適用している．
98） 小島武司＝猪股孝史『仲裁法』（日本評論社，
2014）236-237頁．
99） สรวิศ ลิมปรังษี （Sorawit Limparangsi）, supra note 82, 
pp. 21-22.
100） 山本和彦『民事訴訟法の現代的課題』（有斐閣，
2016）365-366頁．
101） 山本・前掲注102）390頁．
102） ADR 法 6 条11号は，「民間紛争解決手続において
陳述される意見又は提出され，若しくは提示される
資料に含まれる紛争の当事者又は第三者の秘密につ
いて，当該秘密の性質に応じてこれを適切に保持す
るための取扱いの方法を定めていること．第十六条
に規定する手続実施記録に記載されているこれらの
秘密についても，同様とする．」，また，ADR 法 6 条
14号は，「申請者（法人にあってはその役員，法人で
ない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあ
ってはその代表者又は管理人），その代理人，使用人
その他の従業者及び手続実施者について，これらの
者が民間紛争解決手続の業務に関し知りえた秘密を
確実に保持するための措置を定めていること．」との
規定である．
103） 山本・前掲注102）390頁．
104） 山田文「ADR 和解への執行力付与に関する総論的
検討」『現代民事手続の法理』（弘文堂，2017）729
頁．
105） Schlosser・前掲注38）24頁．
106） สรวิศ ลิมปรังษี （Sorawit Limparangsi）, supra note 82, 
p. 136.
107） 山田文「調停に代わる決定の手続的規律に係る総
論的検討」『民事訴訟法の理論』（有斐閣，2018）126
頁．
108） 山田・前掲注102）126頁．
